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防衛事業適合事業者制度等に関する訓令の実施要領についての一部改正につ

いて（通知） 

 

 

 防衛事業適合事業者制度等に関する訓令の実施要領について（装装保第１４８４６号。

令和７年７月３１日）の一部を下記のとおり改正したので通知する。 

 

記 

 

 次の表により、改正前欄に掲げる規定の下線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の下線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げ

るその標記部分に二重下線を付した規定（以下「対象規定」という。）は、その標記部分

が同一のものは当該対象規定を改正後欄に掲げるもののように改め、その標記部分が異な

るものは改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改正後欄

に掲げる対象規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加え

る。 

 

改正後 改正前 

別紙第１ 

 

防衛事業適合事業者制度等に

関する訓令の実施要領 

別紙第１ 

 

防衛事業適合事業者制度等に

関する訓令の実施要領 



 

第２ 用語の定義 

 ⑴～⑷ ［略］ 

 ⑸ 保護情報取扱原因契約 防衛事業適

合事業者契約とは別の防衛装備庁と防

衛事業適合事業者との間の装備品等の

調達又は役務の履行に関する個別の契

約であって、当該防衛事業適合事業者

が保護すべき情報を取り扱う直接の原

因となる契約をいう。 

 ⑹ 秘密保全対策ガイドライン 装備品

等の調達に係る秘密等の保全又は保護

の確保について（防経装第１９０７２

号。２６．１２．２４）別添の装備品

等の調達に係る秘密保全対策ガイドラ

インをいう。 

 

第１１ 防衛事業適合事業者契約の締結 

１～２ ［略］ 

３ 契約担当官等は、防衛事業適合事業者

契約の下で、秘密取扱原因契約又は保護

情報取扱原因契約を締結するときは、次

の各号に掲げる契約の区分に応じ、当該

各号に定める特約条項を付すものとす

る。 

⑴ 秘密取扱原因契約 実施要領別紙第

３の防衛事業適合事業者の秘密の保護

に関する特約条項 

⑵ 保護情報取扱原因契約 実施要領別

紙第５の防衛事業適合事業者の装備品

等及び役務の調達における情報セキュ

リティの確保に関する特約条項 

 

第２１ 経過措置 

１～６ ［略］ 

７ 第１９第１項及び第２項に規定する研

修を行うに当たっては、令和１０年３月

３１日までの間、保全責任者、秘密取扱

 

第２ 用語の定義 

⑴～⑷ ［同左］ 

［号を加える］ 

 

 

 

 

 

 

⑸ 秘密保全対策ガイドライン装備品等

の調達に係る秘密等の保全又は保護の

確保について（防経装第１９０７２

号。２６．１２．２４）別添の装備品

等の調達に係る秘密保全対策ガイドラ

インをいう。 

 

第１１ 防衛事業適合事業者契約の締結 

１～２ ［同左］ 

３ 契約担当官等は、防衛事業適合事業者

契約の下で、秘密取扱原因契約を締結す

るときは、次の各号に掲げる取り扱う情

報の区分に応じ、当該各号に定める特約

条項を付すものとする。 

 

⑴ 秘密 実施要領別紙第３の防衛事業

適合事業者の秘密の保護に関する特約

条項 

⑵ 保護すべき情報 実施要領別紙第５

の防衛事業適合事業者の装備品等及び

役務の調達における情報セキュリティ

の確保に関する特約条項 

 

第２１ 経過措置 

１～６ ［同左］ 

［項を加える。］ 

 

 



情報システム管理者、秘密取扱情報シス

テム管理者アカウント管理者その他秘密

保全組織を管理する者（以下この項及び

次項において「保全責任者等」とい

う。）には、防衛事業適合事業者契約の

申込み又は認証の申請を予定している事

業者の保全責任者等となることが予定さ

れている者（以下この項及び次項におい

て「保全責任者等予定者」という。）を

含めることができる。 

８ 前項の規定により防衛事業適合事業者

契約の申込み又は認証の申請を予定して

いる事業者が保全責任者等予定者に実施

要領別紙第６付紙第１の基準３第２項第

２号に定める研修を受けさせた場合にお

いて、当該保全責任者等予定者に１回目

の研修を受けさせた日から９か月以内の

装備保全管理課長が別に定める日までに

防衛事業適合事業者契約の申込み又は認

証の申請をしたときは、当該事業者の総

括者の指名に関する基準の適用に当たっ

ては、当該保全責任者等予定者は、保全

責任者等として研修を受けたものとみな

すことができる。 

９ 令和１０年４月１日以降、秘密取扱原

因契約及び保護情報取扱原因契約の締結

に当たっては、防衛事業適合事業者契約

が必須となる制度改正が行われることの

周知に努めるものとする。 

 

第２２ 契約条項又は特約条項に係る細部

事項 

１ 実施要領別紙第２の防衛事業適合事業

者契約条項に係る細部事項は、実施要領

別紙第６に規定するとおりとする。 

２ 実施要領別紙第５の防衛事業適合事業

者における保護すべき情報の情報セキュ

リティの確保に係る特約条項に係る細部

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［項を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［項を加える。］ 

 

 

 

 

 

［第２２を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 



事項は、実施要領別紙第７に規定すると

おりとする。 

 

第２３ 委任規定 ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２２ 委任規定 ［同左］ 

 

 
 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 
 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［付紙様式１－５－２を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙第２ 

 

防衛事業適合事業者契約条項 

 

（取り扱う秘密の区分） 

第７条 乙が取り扱うことのできる秘密の

区分は、＜特別防衛秘密、特定秘密及び

装備品等秘密＞（注）とする。 

 （注）この契約の対象となる秘密の区分

を選ぶ。 

２ ［略］ 

 

付紙第４ 

 

秘密取扱情報システムに関す

る特約条項 

 

（秘密取扱情報システムの設置） 

第１１条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定にかかわらず、その構成要

素が複数の秘密保全施設等の内部に設置

される秘密取扱情報システムであって、

秘密保全施設等の間を有線接続されるも

のとして防衛装備庁が定める基準を満た

す秘密取扱情報システムは、複数の秘密

保全施設等の構成要素の間で通信を行う

ことができる。 

４ ［略］ 

 

（秘密のデータの管理） 

第１３条 ［略］ 

２～４ ［略］ 

５ 前２項の規定にかかわらず、その記憶

媒体に秘密のデータを保存するものとし

て防衛装備庁が定める基準を満たす秘密

取扱情報システムは、その記憶媒体に秘

 

別紙第２ 

 

防衛事業適合事業者契約条項 

 

（取り扱う秘密の区分） 

第７条 乙が取り扱うことのできる秘密の

区分は、＜特別防衛秘密、特定秘密又は

装備品等秘密＞（注）とする。 

（注）この契約の対象となる秘密の区分を

選ぶ。 

２ ［略］ 

 

付紙第４ 

 

秘密取扱情報システムに関す

る特約条項 

 

（秘密取扱情報システムの設置） 

第１１条 ［同左］ 

２ ［同左］ 

［項を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

３ ［同左］ 

 

（秘密のデータの管理） 

第１３条 ［同左］ 

２～４ ［同左］ 

［項を加える。］ 

 

 

 



密のデータを保存することができる。 

 

別紙第５ 

 

防衛事業適合事業者の装備品

等及び役務の調達における情

報セキュリティの確保に関す

る特約条項 

 

 （下請負事業者に対する指導監督） 

第２条 乙は、本契約を履行するに当た

り、この特約条項を適切に履行する義務

を負い、下請負事業者（本契約の履行に

係る作業に従事する全ての事業者（乙を

除く。）をいう。以下同じ）に対して、

適切な指導・監督を行わなければならな

い。 

 

 （下請負事業者に本契約保護情報を取り

扱わせる際の手続及び第三者開示の禁

止） 

第３条 乙は、本契約を履行するに当た

り、適合事業者契約を締結していない下

請負事業者（以下「未適合下請負事業

者」という。）に本契約保護情報を取り

扱わせる必要が生じた場合には、当該未

適合下請負事業者において情報セキュリ

ティが確保されるよう、防衛装備庁装備

政策部長（以下「装備政策部長」とい

う。）が別に定めるところにより、本契

約保護情報の適切な取扱いに必要な事項

を確認しなければならない。 

２ 乙は、装備政策部長が別に定めるとこ

ろにより、前項の下請負事業者に本契約

保護情報を取り扱わせることについて、

同項の規定により確認した内容を添え

て、甲の承認を得なければならない。 

 

 

 

別紙第５ 

 

防衛事業適合事業者の装備品

等及び役務の調達における情

報セキュリティの確保に関す

る特約条項 

 

（下請負者に対する指導監督） 

第２条 乙は、本特約条項が付された契約

を履行するに当たり、これを適切に履行

する義務を負い、下請負者（契約の履行

に係る作業に従事する全ての事業者（乙

を除く。）をいう。以下同じ）、に対し

て、適切な指導・監督を行わなければな

らない。 

 

（下請負者等に本契約保護情報を取り扱わ

せる際の手続等） 

 

第３条 乙は、契約の履行に当たり、適合

事業者契約を締結していない下請負者

（以下「未適合下請負者」という。）に

本契約保護情報を取り扱わせる必要が生

じた場合には、当該未適合下請負者にお

いて情報セキュリティが確保されるよ

う、甲の定めるところにより、適切な取

扱いに必要な事項を確認しなければなら

ない。 

 

 

２ 乙は、契約の履行に当たり、適合事業

者契約を締結している下請負者（以下

「適合下請負者」という。）に本契約保

護情報を取り扱わせる必要が生じた場合

には、当該適合下請負者が、適合事業者

契約に基づき地方防衛局に申告した情報



 

 

 

３ 甲は、前項の規定により申請のあった

内容を直接確認する必要があると認めた

場合には、乙に、その旨を申し入れるも

のとする。 

 

４ 乙は、甲から前項の申し入れがあった

場合には、必要な協力を行うものとす

る。 

５ 乙は、本契約を履行するに当たり、適

合事業者契約を締結している下請負事業

者（以下「適合下請負事業者」とい

う。）に本契約保護情報を取り扱わせる

必要が生じた場合には、当該適合下請負

事業者が適合事業者契約に基づき地方防

衛局に申告した情報セキュリティ対策実

施点検書により、当該適合下請負事業者

が本契約保護情報の適切な取扱いに必要

な事項を備えていることを確認しなけれ

ばならない。 

６ 乙は、装備政策部長が別に定めるとこ

ろにより、前項の規定により確認した内

容を書面により甲に届出しなければなら

ない。 

７ 乙は、原則として、下請負事業者を除

く第三者（甲と直接契約関係にある者以

外の全ての者をいう。以下同じ。）に本

契約保護情報を開示してはならない。た

だし、本契約の履行上又は公益上特に当

該第三者に開示する必要があると認めら

れる場合には、装備政策部長が別に定め

るところにより、その都度、甲と協議す

るものとする。 

８ 乙は、第三者との契約（本契約及び適

合事業者契約以外の全ての契約をいう。

この項において同じ。）において、乙が

セキュリティ対策実施点検書により、適

切な取扱いに必要な事項を確認しなけれ

ばならない。 

３ 乙は、第１項により確認した内容を、

書面により甲に届出するとともに、下請

負者に本契約保護情報を取り扱わせるこ

とについて申請し、甲の承認を得なけれ

ばならない。 

４ 乙は、第２項により確認した内容を、

書面により甲に届出しなければならな

い。 

５ 乙は、第三者（甲と直接契約関係にあ

る者以外の全ての者をいう。以下同

じ。）との契約（この特約条項が付され

た契約及び適合事業者契約以外の契約を

いう。この項において同じ。）におい

て、乙が保有し、又は知り得た情報を伝

達、交換、共有等を行う約定があるとき

は、保護すべき情報をその約定の対象か

ら除くよう、当該第三者との契約を変更

する等の措置を講じなければならない。 

 

６ 甲は、第３項の規定により申請のあっ

た内容を直接確認する必要があると認め

た場合には、乙に、その旨を申し入れる

ものとする。 

７ 乙は、甲から前項の申し入れがあった

場合には、必要な協力を行うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

８ 乙は、原則として下請負者を除く第三

者に本契約保護情報を開示してはならな

い。ただし、契約の履行上又は公益上特



保有し、又は知り得た情報を伝達、交

換、共有等を行う約定があるときは、本

契約保護情報をその約定の対象から除く

よう、当該第三者との契約を変更する等

の措置を講じなければならない。 

 

（未適合下請負事業者に対する監査） 

第４条 甲は、未適合下請負事業者に対し

て直接監査を行う必要があると認めた場

合には、乙に、その旨を申し入れるもの

とする。 

２ ［略］ 

３ 甲は、第１項に規定する監査を行うた

め、甲の指名する者を当該未適合下請負

事業者の事業所、工場その他の関係場所

に派遣することができる。 

４ 甲は、第１項に規定する監査の結果、

当該未適合下請負事業者において第２条

に規定する乙の指導・監督に基づいて作

成した情報セキュリティ基本方針等に従

い本契約保護情報の取扱いが行われてい

ないと認めた場合には、その是正のため

必要な措置を講じるよう求めることがで

きる。 

５ 甲は、前項の規定により同項の未適合

下請負事業者に是正のため必要な措置を

講じるよう求めるときは、乙を通じて求

めるものとする。 

 

 （事故発生時の措置） 

第５条 ［略］ 

２ 乙は、前項に規定する事故等が本契約

の履行及び関連する装備品等の運用に与

える影響等について調査し、その措置に

ついて甲と協議しなければならない。 

３・４ ［略］ 

 

 （契約の解除） 

に当該第三者に開示する必要があると認

められる場合には、その都度、甲と協議

するものとする。 

 

 

 

（未適合下請負者に対する監査） 

第４条 甲は、未適合下請負者に対して直

接監査を行う必要があると認めた場合に

は、乙に、その旨を申し入れるものとす

る。 

２ ［同左］ 

３ 甲は、第１項に規定する監査を行うた

め、甲の指名する者を当該未適合下請負

者の事業所、工場その他の関係場所に派

遣することができる。 

４ 甲は、第１項に規定する監査の結果、

当該未適合下請負者において第２条に規

定する乙の指導・監督に基づいて作成し

た情報セキュリティ基本方針等に従い本

契約保護情報の取扱いが行われていない

と認める場合には、その是正のため必要

な措置を講じるよう求めることができ

る。 

５ 甲は、前項の規定により是正のため必

要な措置を講じるよう求めるに際して

は、乙を通じて求めるものとする。 

 

 

（事故発生時の措置） 

第５条 ［同左］ 

２ 乙は、前項に規定する事故等がこの契

約の履行及び関連する装備品等の運用に

与える影響等について調査し、その措置

について甲と協議しなければならない。 

３・４ ［同左］ 

 

（契約の解除） 



第６条 甲は、乙の責めに帰すべき理由に

より事故等が発生し、本契約の目的を達

することができなくなった場合又は適合

事業者契約が解除された場合には、本契

約の全部又は一部を解除することができ

る。 

２ 前項の場合においては、本契約の解除

に関する規定を準用する。 

 

 

 （本契約履行後における乙の義務等） 

第７条 第１条、第２条及び第５条の規定

は、本契約の履行後において、乙又は乙

の下請負事業者が本契約保護情報を取り

扱う場合について準用する。 

２ 第４条の規定は、本契約の履行後にお

いて、未適合下請負事業者が本契約保護

情報を取り扱う場合について準用する。 

３ 本契約の履行後において、当該本契約

保護情報が保護すべき情報ではなくなっ

た場合には、前２項の規定を適用しな

い。 

４ 甲は、本契約の終了後において、甲か

ら乙に対して交付し、又は伝達した本契

約保護情報（以下「交付保護情報」とい

う。）の返却、乙又は乙の下請負事業者

が作成し、又は製作した本契約保護情報

（以下「作成保護情報」という。）の提

出等の指示のほか、業務に支障が生じる

おそれがない場合には、乙に本契約保護

情報の破棄を求めることができる。 

５ ［略］ 

６ 乙は、第４項の指示又は求めがあった

場合において、作成保護情報を引き続き

保有する必要があるときは、当該作成保

護情報の名称及び保有期間を甲に届け出

て確認を得るものとする。 

７ 乙は、前２項の規定により本契約保護

第６条 甲は、乙の責めに帰すべき理由に

より事故等が発生し、この契約の目的を

達することができなくなった場合、又は

適合事業者契約が解除された場合は、こ

の契約の全部又は一部を解除することが

できる。 

２ 前項の場合においては、主たる契約条

項の契約の解除に関する規定を準用す

る。 

 

（契約履行後における乙の義務等） 

第７条 第１条、第２条及び第５条の規定

は、契約履行後において、乙又は乙の下

請負者が本契約保護情報を取り扱う場合

について準用する。 

２ 第４条の規定は、契約履行後におい

て、未適合下請負者が本契約保護情報を

取り扱う場合について準用する。 

３ 契約履行後において、当該情報が保護

すべき情報ではなくなった場合は、第１

項及び第２項の規定を適用しない。 

 

４ 甲は、契約終了後において、乙に対し

甲から交付又は伝達した本契約保護情報

（以下「交付保護情報」という。）の返

却、乙又は乙の下請負者が作成又は製作

した本契約保護情報（以下「作成保護情

報」という。）の提出等の指示のほか、

業務に支障が生じるおそれがない場合

は、乙に本契約保護情報の破棄を求める

ことができる。 

５ ［同左］ 

６ 乙は、第４項の指示又は求めがあった

場合において、作成保護情報を引き続き

保有するときは、当該作成保護情報の名

称及び保有期間を甲に届け出て確認を得

るものとする。 

７ 乙は、前２項により本契約保護情報の



情報の保有が認められた場合において、

当該本契約保護情報の取扱者名簿に変更

があるときは、その変更内容を甲の求め

る届出先に届け出て確認を得るものとす

る。 

 

別紙第７ 

 

防衛事業適合事業者の装備品

等及び役務の調達における情

報セキュリティの確保に関す

る特約条項に係る細部事項 

 

第１ 未適合下請負事業者による保護すべ

き情報の取扱いの確認（第３条第１項関

係） 

  防衛事業適合事業者制度等に関する訓

令の実施要領について（装装保第１４８

４６号。令和７年７月３１日。以下「実

施要領」という。）別紙第５防衛事業適

合事業者の装備品等及び役務の調達にお

ける情報セキュリティの確保に関する特

約条項（以下「特約条項」という。）第

３条第１項に規定する保護すべき情報の

適切な取扱いに必要な事項の確認は、付

紙様式第１の情報セキュリティ対策実施

確認書により行うものとする。 

 

第２ 未適合下請負事業者による保護すべ

き情報の取扱いに関する承認（第３条第

２項関係） 

  特約条項第３条第２項に規定する未適

合下請負事業者による保護すべき情報の

取扱いに関する承認の申請は、付紙様式

第２により、乙に対する監査の協力の依

頼を受けた地方防衛局調達部長等を経由

して行うものとする。 

 

保有が認められた場合において、当該本

契約保護情報の取扱者名簿に変更がある

ときは、その変更内容を甲の求める届出

先に届け出て確認を得るものとする。 

 

 

［別紙第７を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３ 適合下請負事業者による保護すべき

情報の取扱いの届出（第３条第６項関

係） 

  特約条項第３条第６項に規定する適合

下請負事業者による保護すべき情報の取

扱いの届出は、付紙様式第３により、乙

に対する監査の協力の依頼を受けた地方

防衛局調達部長等を経由して行うものと

する。 

 

第４ 保護すべき情報の第三者への開示に

関する協議（第３条第７項関係） 

  特約条項第３条第７項に規定する保護

すべき情報の第三者への開示に関する協

議は、付紙様式第４により、当該第三者

に関する情報、当該第三者が当該保護す

べき情報を取り扱う理由、当該第三者が

とる保全措置等を説明して行うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

 

 



 

 

 
 

備考 表中の［ ］の記載は注記である。 

 


